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＜報告（一般）＞ 

 

電子端末を利用した教材における記憶の定着を

促進する書体の検討 

―Alter(2013)の方法の有用性に関する検討― 
 

齋藤 岳人（東京都立大学） 

井上 和哉（東京都立大学） 

 

概要 

 電子端末の教育現場への普及によって，児童は多くの情報に触れ，学ぶことが可能にな

った。一方で情報量の増加のため，重要な情報を優先的に処理し，記憶することが必要に

なった。そこで本研究では，電子端末におけるこの記憶負荷の問題を解決するために，読

みにくい書体で表された情報が記憶されやすい現象（非流暢性効果）を利用し，教科書書

体と組み合わせた場合に記憶を向上させる書体を検討した。具体的には，教科書書体とは

異なる形態を持ち，読みにくい書体で表された単語の記憶が向上するかを検討した。その

結果，書体の読みやすさは記憶成績に影響を及ぼさず，非流暢性効果は頑健な現象ではな

いことが示された。このことは，電子端末における記憶負荷の問題の解決には非流暢性効

果は利用できないことを示している。 

キーワード 電子端末，書体，非流暢性効果，読みやすさ，記憶 

 

 タブレットやスマートフォンなどの電子端末の急速な普及によって，文字を読むための

媒体は変化しつつある。これまでは紙に書かれたものを読み，情報を得ることが当たり前

だったが，電子端末に表示されるものを読むことで情報を得る機会も多くなった。実際，

これまで紙媒体が当たり前だったもの（例えば，広告，書籍）の多くが電子化され，電子

広告や電子書籍として広く利用されている。 

 文字を読む媒体の変化は，教育の現場も例外ではない。例えば，全国の公立小学校の

80%以上（文部科学省，2021）で，タブレットが児童に支給され，紙媒体の教材に替わ

るものとしてデジタル教科書や AI 型学習ドリルなどが利用されている。この教材の電子
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化によって，児童は授業科目ごとに教科書を用意しなくても，一つの端末で多くの情報に

触れられるようになり，さらに常に最新の情報を得ることが可能になった。また，インタ

ーネットや動画コンテンツなど，紙媒体では利用できなかった技術と連動することによっ

て，学習アプリのように効率よく学習できるようになった。 

 しかし，電子端末を利用した学習にも問題はある。電子端末では様々な情報に容易に触

れられるため，紙媒体よりも情報量を増やすことが可能である（辻, 2014）。そのため，

一度に処理しなければならない情報の量が増加し，重要な情報を見逃してしまう可能性は

紙媒体よりも高い。その結果，電子端末を利用した学習では，本当に重要な情報が児童の

記憶に残らない可能性が考えられる。 

 これまで，電子端末における記憶負荷の問題は，読み手の余計な負荷を減らすことで解

決可能だと考えられてきた(Arditi, 2004)。つまり，読み自体にかける労力を極力減らすこ

とで，内容の理解に集中させるアプローチが有効だとされてきた。そうしたアプローチの

一環として，書体のどのような特徴がヒトにとって読みやすいかが検討されてきた 

(Bernard et al., 2010 ; Wallace et al., 2022)。例えば，Bernard et al. (2010)は，9歳から 11

歳の小学生に，ディスプレイ上に様々な書体で表された文章を読ませ，間違った単語や置

き換えられて意味が通じなくなった単語を報告させる課題を行い，読みの効率を書体ごと

に比較した。その結果，サンセリフ系の書体（ゴシック体と似た特徴を持つ書体）の方が

セリフ系の書体（明朝体と似た特徴を持つ書体）よりも読みやすい書体であることが示さ

れた。また，Wallace et al. (2022)では，ディスプレイ上に様々な書体で文章を提示し，読

みの速度と理解度を比較したところ，文章の理解度に差はなかったものの，サンセリフ系

の書体(EB Garamond, Montserrat)では，他の書体よりも読みの速度が速いことが示され

た。これらの結果は，サンセリフ系の書体が電子端末で読みやすい書体であることを示唆

している。また，日本語書体を用いた類似の研究も行われており，ディスプレイ上では明

朝体よりもゴシック体の文字が容易に認識できることが示されている（遠藤，2014；足

立・杉山，2021）。これらの研究を考慮すると，言語に関わらずサンセリフ書体のような

ストローク幅が太く，均一な形態で，余計な特徴がないデザインが電子端末において読み

やすい書体の特徴であるといえる。近年では，電子端末用の読みやすい書体も開発され，

日本語でもいくつかの書体（例えば，イワタの UD フォント「みんなの文字」）を電子端

末上で使用することが推奨されている（矢口他, 2013）。 
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 しかし，読みやすい書体で表された印刷物は読み手に好ましい印象を与え，読みにくい

書体で表されたものよりも読みへの動機づけを高める一方で(Tracy, 1981)，内容を精査す

るような注意深い処理には必ずしも適切ではない。例えば，読みやすい書体で表した文で

は小さな間違いを見逃しやすいことが報告されている (Song & Schwartz, 2008 ; Alter & 

Oppenheimer, 2009)。また，読みやすい書体で表された情報よりも読みにくい書体で表さ

れた情報の方が記憶されやすいことも報告されている（非流暢性効果；Diemand-

Yauman et al., 2011）。これは，読み手が読みにくさを感じたことによって，注意深い処

理が促進されたために起きる現象とされている (Bjork & Bjork, 2011 ; Schwartz, 2012)。 

 記憶の非流暢性効果は，生起メカニズムの検討や教育への応用など，幅広い視点からの

研究が行われている。例えば，宮川・服部(2017)は，非流暢性効果を処理水準効果で説明

するために，ワーキングメモリ容量の大小と非流暢性効果の関連を検討した。また，長谷

部・楠見(2020)は，非流暢性効果が生起するために必要な「読みにくい」という主観的な

感覚に注目した検討を行った。その結果，読みやすい書体で記憶課題を提示した場合と比

べ，読みにくい書体で提示した場合には，十分に学習できていないという主観的な感覚が

高まり，その後の再学習時間が長くなった。このことは，読みにくい書体によって注意深

い処理が促進されるという非流暢性効果の生起過程を直接的に示している。教育への応用

に関しては，学習教材を読みにくい書体で表すことで記憶の促進効果が生じるかが検討さ

れている(French et al., 2013 ; Seufert et al., 2017)。さらには，記憶を向上させる書体とし

て，あえて読みにくい加工をすることで非流暢性効果が生起することを狙った書体(Sans 

Forgetica；Simon, 2018)も開発されており，積極的な応用が検討されている。 

 しかし，教育場面で非流暢性効果を利用する場合に，先行研究のように読みにくい書体

のみで情報を提示し，記憶成績を向上させる方法は現実的ではない。記憶成績を向上させ

るために教材内のすべての情報を読みにくい書体で提示した場合，処理流暢性が過度に低

下するために十分に情報が処理されず，記憶に残らない可能性が考えられる。したがって，

情報の処理を極力阻害しない形で非流暢性効果を利用する方法を考える必要があるが，多

くの研究では非流暢性効果の生起メカニズムの解明に焦点が当てられており，非流暢性効

果を電子端末などの文字媒体の中でいかに利用するかという現実場面への導入しやすさに

ついては十分に考慮されてこなかった。それに対し，Alter (2013) は，読みにくい書体の

みで情報を提示する場合ほどには処理流暢性を低下させず，電子端末への導入が容易な非

流暢さの新たな提示方法を提案している。具体的には，読みの途中で短い非流暢さを感じ
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る（読みにくい書体で表された）項目を設けることで，その項目の記憶の定着を促進する

ものである。ただし，非流暢性効果の多くの研究では，参加者間やブロック間で書体の読

みやすさを操作し，ブロック内の記憶刺激すべてを読みやすい書体または読みにくい書体

のどちらか一方のみで表したり（French et al., 2013 ; 長谷部・楠見, 2020 ; Seufert et al., 

2017），単一のブロックの中で読みやすい書体と読みにくい書体を半々で提示していたり

するため（宮川・服部, 2017），一部のみを読みにくい書体で表す方法（Alter, 2013）の有

用性は検討されておらず，現状では提案のみに留まっている。 

 

目的 

 

そこで，本研究では，Alter(2013)が提案した非流暢さの提示方法が記憶の定着を促進

するかを検討する。しかし，仮に読みにくい書体で表された項目の記憶成績がこの方法で

向上したとしても，それが読みにくさによる注意深い処理の促進によって生じたかは明ら

かではない。読みにくい書体は日常的に使用される書体よりも知覚的な異質性（示差性）

が高い傾向にあるため，それが再生の手がかりとなって記憶成績の向上を生じさせる可能

性がある。そこで，電子端末向けの書体と組み合わせた場合に同程度に示差性が高い書体

の中で，読みやすい書体と読みにくい書体をそれぞれ使用し，それらの書体で表された項

目の記憶成績を比較する。つまり，書体の形態の示差性が記憶に与える影響を統制したう

えで，読みにくい書体で表された項目が読みやすい書体で表された項目よりも記憶されや

すいかを検討する。 

 

方法 

 

実験参加者 

 非流暢性効果を検討した記憶実験（宮川・服部，2017）を参考に，50名程度の参加者を

集めることを計画し，最終的に日本語を母語とする大学生および大学院生 49 名（男性 23

名，女性 26 名）が実験に参加した。年齢の平均は，24.80 歳（標準偏差：7.09）であった。

参加者はすべて日常生活に支障のない視力（裸眼もしくは矯正で 0.7 以上）を持つもので

あった。なお，本研究は著者が所属する機関の倫理委員会の承認を得て実施された（承認

番号H4-148）。 
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刺激 

 記憶課題で使用する刺激として，漢字 2 字の熟語 20 語からなる単語リストを 8 セット

使用した。単語リストは以下の方法で作成したものの中から，実験で使用するものを選定

した。まず，単語の持つ特性が記憶成績に交絡することを防ぐために，NTT の令和版単

語親密度データベース（藤田・小林，2020）の中から単語の親密度（語のなじみ深さ）が

非常に高いもの（6.5から 7.0）で，モーラ数（単語を読むときの音の長さ）が 4の単語を

選定した。この時，同じ漢字で始まる単語が複数ある場合は親密度が最も高い単語のみを

採用し，複数の読み方がある単語は除外した。その後，単語自体の視覚的な複雑さの影響

を統制するために，選定した単語すべての総画数の平均を算出し，画数が平均±2SD の範

囲外にある単語は除外し，最終的に 126語を選定した。選定した単語をランダムに組み合

わせ，12 セットの単語リストを作成した。最後に，作成した単語リストの中で特に記憶

されやすいものを除外するために，本実験には参加していない 62 名に予備調査の記憶課

題を行った。自由再生法による記憶課題を行い，単語ごとの再生率を算出した上で，リス

トごとの再生率の分散を算出し，分散が最も小さいものから順に 8セットを選定した。 

単語自体の特性（親密度，モーラ数，視覚的な複雑さ，記憶されやすさ）の影響をで

きる限り統制した熟語 20 語からなる単語リスト 8 セットそれぞれで，15 単語を電子端末

向けに開発された教科書書体（UD デジタル教科書体）で表し（以下，高頻度書体語），

残り 5単語を UDデジタル教科書体とは形態が著しく異なる書体（視覚的に目立つ形態の

書体：HG創英角ゴシック，大阪，HG創英角ポップ体，HG行書体）のいずれかで表した

（以下，低頻度書体語と表記）。低頻度書体語はそれぞれのリスト内で予備調査の記憶課

題の再生率が中程度のものに固定し（表 1），それ以外の単語を高頻度書体語とした（表

2）。 

高頻度書体に採用した UDデジタル教科書体は，健常者を対象とした書体の読みやすさ

調査（齋藤他, 2022）において 26書体中で 1番目に読みやすいものだった。低頻度書体は

本実験及び記憶課題の予備調査には参加していない大学生 51 名を対象にした主観評定の

調査をもとに選定した。具体的には，UD デジタル教科書体で表された単語リストのうち，

一語を異なる書体（合計 25 書体）で表し，その語の示差性（ UD デジタル教科書体と比

べてどの程度目立つか）と読みやすさの主観評定（1 から 7 のリッカート法で取得）をも

とに，示差性の高い書体（評定値の平均が高いものの中で上位 5位以内のもの）の中で，
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読みやすい書体（HG 創英角ゴシック：評定値の平均が 5.10，大阪：評定値の平均が 4.98）

と読みにくい書体（HG創英角ポップ体：評定値の平均が 3.90，HG行書体：評定値の平均

が 3.08）を低頻度書体に使用した（図 1）。これらの低頻度書体は，齋藤他（2022）の調査

でも UDデジタル教科書体よりも読みにくいと評定されていた。これらの低頻度書体の示

差性の平均値は，それぞれ 6.58，5.91，6.78，5.74であった。 

 

表 1 

実験で使用した低頻度書体語の内訳 

 

 

表 2 

実験で使用した高頻度書体語の内訳 
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図 1  

高頻度書体と低頻度書体の例 

 

 

 

装置 

 PsychoPy (Peirce et al., 2019) で実験プログラムを作成し，Windowsの PC上で実行した。

実験刺激の表示には， 解像度を 2560 × 1440 に設定した 27 インチディスプレイ(Dell 

S2721DS)を使用した。ディスプレイの観察距離は 60cm であった。実験中は，顎台

（NAMOTO社製の TKD UK1）を使い，観察距離が常に一定になるように実験参加者の頭

部を固定した。 

 

手続き 

 参加者は，ディスプレイ上に表示された教示に従うように指示された。実験の開始前に

実験中のリスク，取得したデータの取り扱いなどを口頭と書面にて説明を受け，十分に内

容を理解し，同意をした参加者のみが実験に参加した。 

 実験の 1試行は，非流暢性効果を検討した記憶実験（宮川・服部，2017）を参考に，記

憶課題・計算課題・再生課題に分けて行われた（図 2）。まず，ディスプレイ上に単語リ

スト（20 単語）が提示され，参加者はできる限り多くの単語を記憶することを求められ

た（記憶課題）。単語は 4単語ごとに 5列に分けて，均等な間隔(0.1 pt)を開けて，同じサイ

ズ（32 pt，視角は 2.39°）で同時に提示された。また，どの単語がどの書体で表されるか

（たとえば，“英検”は UDデジタル教科書体，“学園”は HG創英角ポップ体で表す）は
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あらかじめ決まっていたが，どの単語がどの位置に提示されるかは完全にランダマイズさ

れた。課題の実施中，参加者は提示された単語を，一列ごとに左から右の順番でできる限

り早く正確に声に出して読み，同時に記憶することを求められた（図 2）。この実験手続

きは，参加者にすべての単語に注意を向けさせること，読みの途中で特定の項目に読みに

くさを感じた結果，その項目に対して注意深い処理が喚起されようになることを意図して

行った。参加者は，記憶課題の実施中にメモを取ることを禁止され，正しく読んでいるか

を後で確認するためにボイスレコーダーで音声が録音された。参加者がすべての単語を読

み終えた時点で画面が切り替わり，計算課題へ移行した。 

 計算課題では，記憶成績の天井効果を防ぐために，参加者は1000から3ずつ引き算し，

その結果を口頭で繰り返し報告することを求められた。1 分間が経過した時点で課題は終

了し，次の再生課題へ移行した。 

 再生課題では，参加者は記憶課題で提示された単語のうち，覚えているものを記録用紙

に書き出すことを求められた。具体的には，2 分間でできる限り多くの単語を漢字のまま

正確に再生することを求められた。2 分間が経過した時点で課題は強制終了し，記録用紙

は実験実施者に回収された。 

 記憶課題，計算課題，再生課題の 3つの課題を 1試行とし，全部で 8試行を行った。参

加者の疲労を考慮し，4試行を行った時点で 10分間の休憩をとり，休憩後に残りの 4試行

を実施した。8試行のうち 4試行では，電子端末向けの教科書書体で表された 15単語と読

みやすい書体で表された 5 単語を組み合わせた単語リストが提示され（高流暢条件），残

りの 4 試行では教科書書体で表された 15 単語と読みにくい書体で表された 5 単語を組み

合わせた単語リストが提示された（低流暢条件）。高流暢条件と低流暢条件の試行は休憩

前と休憩後で 2試行ずつ実施され，どの条件がどの順番で行われるかは完全にランダマイ

ズされていた。 

 また，結果の一般性を保証するため，高流暢条件と低流暢条件のそれぞれで教科書書体

と組み合わせて提示する書体には 2種類があり，参加者はそれぞれの条件でどちらか一方

の書体の組み合わせで表された単語リストが提示された。具体的には，高流暢条件と低流

暢条件で教科書書体と組み合わせて提示される書体のパターンは全部で 4種類（高流暢条

件 vs 低流暢条件：HG創英角ゴシック vs HG行書体，HG創英角ゴシック vs HG創英角ポ

ップ体，大阪 vs HG行書体，大阪 vs HG創英角ポップ体）があり，それぞれのパターンに

参加者を均等に振り分けることでカウンターバランスを行った。また，単語リスト 8セッ
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トのうち，どのリストをどの書体に割り当てるか（例えば，単語リスト 1の低頻度書体に

は HG創英角ポップ体を使用する）についても参加者間でカウンターバランスをとった。

したがって，単語リストの提示順，書体の組み合わせ，各条件への単語リストの割り当て

が記憶成績に及ぼす影響は相殺されていた。 

 

図 2 

研究全体の流れと記憶課題の例 

 

 

 

分析 

 再生された単語は，漢字で正しく再生されたもののみを正答とした。また，間違った読

みで記憶された結果，他の単語と異なるモーラ数であったことが再生時の手がかりになっ

た可能性を除外するために，記憶課題の実施中に誤った読みをされた単語は正しく再生さ

れていた場合であっても誤答とした。 

 

結果 

 

 実験に参加した 49名のうち，正しい手続きで課題が行われた 48名を有効データとして

分析を行った。分析には，統計ソフト R version 4.22 (R Core Team, 2022)を使用した。 

 

書体の流暢性に注目した単語の正再生率の比較 

 単語リスト全体の正再生率と低頻度語のみの正再生率の平均を，流暢性の条件ごとに図

3 に示した。非流暢性効果が生起していたかを検討するために，教科書書体と組み合わせ
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た書体の流暢性を要因とした 1要因 2水準の参加者内分散分析を行った。単語リスト全体

の正再生率については，書体の流暢性の主効果は有意ではなく(F(1, 47) = 0.09, p = .77)，高

流暢条件（平均正再生率：0.25，標準偏差：0.11）と低流暢条件（平均正再生率：0.26，標

準偏差：0.10）に差は認められなかった。また，低頻度書体語のみの正再生率についても

同様の分析を行ったところ，書体の流暢性の主効果は有意ではなく(F(1, 47) = 1.79, p = .19)，

高流暢条件（平均正再生率：0.27，標準偏差：0.19）と低流暢条件（平均正再生率：0.29，

標準偏差：0.19）に差は認められなかった。これらの結果は，本実験の非流暢さの提示方

法では，書体の非流暢性は記憶成績を高めず，非流暢性効果が生起していないことを示し

ている。 

 

図 3 

読みやすさごとの全ての単語の正再生率，低頻度書体語のみの正再生率の比較 

 

 

注）エラーバーは標準誤差を示す 

 

流暢条件と非流暢条件で提示した書体の組み合わせごとの単語の正再生率の比較 

 本研究では，教科書書体（高頻度書体）と組み合わせて提示する単語を表す書体（低頻

度書体）には，高流暢条件と低流暢条件でそれぞれ 2種類があり，参加者はそれぞれの条
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件でどちらか一方の書体のみが使われた。書体の組み合わせには 4通りがあったため，特

定の組み合わせのみで流暢性の違いによって記憶成績に差があった可能性も否定できない。

そこで，高流暢条件と低流暢条件の低頻度書体の組み合わせ 4 種類（高流暢条件 vs 低流

暢条件：HG創英角ゴシック vs HG行書体，HG創英角ゴシック vs HG創英角ポップ体，大

阪 vs HG行書体，大阪 vs HG創英角ポップ体）ごとに書体の流暢性の違いが単語の正再生

率に与える影響を検討した。 

 全ての単語の正再生率について，低頻度書体の組み合わせのパターン（4 種類）を参加

者間要因，流暢性（2 種類）を参加者内要因とした 2 要因の混合計画の分散分析を行った

（図 4）。その結果，書体のパターン(F(3, 44) = 0.16, p = .92)と流暢性(F(1, 44) = 0.02, p = .89)の

いずれの主効果も有意ではなく，交互作用もなかった(F(3, 44) = 0.03, p = .99)。また，低頻

度書体語のみの正再生率について同様の分析を行ったところ（図 5），書体のパターン(F(3, 

44) = 0.23, p = .87)と流暢性(F(1, 44) = 0.41, p = .52)のいずれの主効果も有意ではなく，交互作

用もなかった(F(3, 44) = 0.09, p = .97)。 

 

図 4 

低頻度書体のパターンごとの全ての単語の正再生率の比較 

 

 

注）エラーバーは標準誤差を示す。 
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図 5 

低頻度書体のパターンごとの低頻度書体語の正再生率の比較 

 

 

注）エラーバーは標準誤差を示す。 

 

考察 

 

本研究の目的は，電子端末が直面している記憶負荷の問題を解決する可能性がある方

法として，Alter(2003)が提案した非流暢さの提示方法に着目し，この方法が非流暢性効

果を生じさせるかを明らかにすることであった。具体的には，20 語の単語リストを提示

し，そのうち 15語を教科書書体で表し，残り 5語を教科書書体との対比で示差性が高い

書体で表した（低頻度書体）。また，低頻度書体の流暢性を操作し，単語リスト全体の正

再生率と低頻度書体語のみの正再生率を，高流暢条件と低流暢条件で比較した。その結

果，二つの主要な結果が示された。第一に，単語リスト全体の正再生率と低頻度書体語

のみの正再生率の両方で，書体の流暢性による差は認められなかった。第二に，高流暢

条件と低流暢条件の低頻度書体のペアを考慮した分析においても，流暢性は単語リスト

全体と低頻度書体語の正再生率の両方に影響を与えなかった。 

Alter (2003)は，高流暢な書体で表された文章の中に短い低流暢な書体で表された部分を

設定することで，その部分の記憶の定着を促進する方法を提案したが，その提案の妥当性
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はこれまで十分に検討されてこなかった。本研究の結果は，一部の項目のみを高流暢な書

体と低流暢な書体で表した場合であっても，それらの間に記憶成績に差がないことを示し

ており，この非流暢さの提示方法では記憶への促進効果は望めず，電子端末での記憶の定

着を促進する方法としては有用でないことが明らかになった。この非流暢さの提示方法で

は，一部の項目のみが異なる書体で提示されることでその項目がポップアウトし，記憶さ

れやすくなるという可能性もあった。しかし，書体の流暢性の違いが記憶成績に影響を与

えていないことや課題実施時にすべての項目を参加者に処理させていたことから，本研究

においてポップアウトが記憶成績に影響していた可能性は低いと考えられる。 

 本研究の結果は，いずれも非流暢性効果が生じないことを示すものであったが，これら

が実験手続きの不備や検定力不足によるものである可能性は低いと考えられる。例えば，

非流暢性効果を検討した記憶実験の多くは，記憶する単語自体が持つ要因（なじみ深さ，

視覚的な複雑さ，モーラ数）を事前に統制しているが（Eskenazi & Nix , 2021 ; Geller et al., 

2018 ; 宮川・服部, 2017），本研究でもこれらの要因をできる限り統制した上で実験を行っ

ていた。また，予備調査をもとに，読みにくさの主観的感覚が十分喚起可能な書体を使用

していた。そのため，単語自体の特性をもとに記憶されていたために書体の流暢性の効果

が希釈された可能性や，低頻度書体語に使用した書体が読みにくさの主観的感覚を十分に

喚起しなかったために，記憶成績に差がなかった可能性は低いと考えられる。また，非流

暢効果の代表的な先行研究(Diemand-Yauman et al., 2011 ; experiment 2)の効果量 (f = 0.40) を使

って本研究のサンプルサイズから検定力を事後的に算出したところ，検定力は 0.77 であ

り，許容可能なサンプルサイズのもとで実験が行われていた。  

Alter (2003)の提案する方法で非流暢性効果が認められなかった理由の一つとして，刺激

観察時の構えの問題が挙げられる。非流暢性効果の多くの研究では，提示する記憶刺激す

べてを読みやすい書体または読みにくい書体のどちらか一方のみで表していた（French et 

al., 2013 ; 長谷部・楠見, 2020 ; Seufert et al., 2017）。このような状況では，読みにくい書体に

対して注意深い処理(Bjork & Bjork, 2011 ; Schwartz, 2012)を行おうとする処理の構えを形成し

やすく，非流暢性効果が生じやすい可能性がある。それに対し，本研究では，リストの単

語の大部分は読みやすい書体（UD デジタル教科書体）で提示されており，読みにくい書

体で提示されたのはリストの一部のみであった。構えの切り替えにはコストが伴うため 

(Rogers & Monsell, 1995)，低頻度書体が提示される度に処理の構えを交代するのは非効率で
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あり，その結果，実験参加者は読みにくい書体の単語が出現しても，注意深い処理を行お

うとしなかった可能性が考えられる。 

本研究で非流暢性効果が観察されなかったもう一つの可能性として，その再現性の低

さが挙げられる。例えば，Diemand-Yauman et al. (2011) の結果は，その後の研究の多くで再

現されず(Eitel & Kühl, 2016 ; Taylor et al., 2020 ; Xie et al., 2018 ; Yue et al., 2013) ，書体の読みや

すさ以外の要因が統制できていないなど手続き上の不備も指摘されている(Rummer et al., 

2016)。また，非流暢性効果を狙ってデザインされた読みにくい書体 (Sans Forgetica) が記憶

の促進を生じさせないことも明らかになっている(Gellor et al., 2020)。すなわち，非流暢性

効果の先行研究における書体の記憶への促進効果は，様々な要因の複合的な作用の結果で

あり，単に読みやすさのみの操作で再現できるものではない可能性がある。具体的には，

読みにくさと強く関連するメタ認知的な感覚(Bjork & Bjork, 2011 ; Schwartz, 2012)だけでな

く，課題にどのくらい熱心に取り組んでいたかという動機づけ(Eitel & Kühl, 2016)や内容の

理解に割り当てられる認知資源の個人差(Lehmann et al., 2016)も記憶成績に影響する可能性

もある。すなわち，動機づけの高さは書体の読みにくさが与える影響（非流暢性効果）を

低減する一方で(Eitel & Kühl, 2016)，内容の理解に十分に認知資源を割り当てられる参加者

でのみ非流暢性効果が見られることも報告されている(Lehmann et al., 2016)。しかし，本研

究ではこれらの特性に基づいて参加者を募集しておらず，実験内でもこれらの特性を測定

していなかった。そのため，参加者の特性のレベルによっては，一部の参加者のみで非流

暢性効果が生起していた可能性も否定できない。今後は動機づけや認知資源などの特性も

考慮した上で，Alter(2013)の方法の有用性を詳細に検討する必要がある。 

本研究では Alter(2013)が提案した方法の有用性を検討するため，書体以外の要因が記憶

成績に交絡する可能性をできるだけ除外する目的で単語再生課題を用いていた。その一方

で，非流暢性効果は内容を問うような記憶課題で検討されることもある。例えば，架空の

生物の特徴(Diemand-Yauman et al., 2010)や架空の国の文化の特徴（長谷部・楠見, 2020）に

ついて書かれたリストを提示し，その内容を問う課題で検討されている。概念の内容を問

うこれらの課題と単語そのものの記憶を求める本研究の課題では，同一の記憶方略が用い

られているかは明確ではないため，今後は概念の内容を問う課題を用いて Alter(2013)の方

法の有用性を検討する必要もあるだろう。 

 以上の結果から，非流暢性効果は再現が難しい現象であり，電子端末における記憶負荷

の問題の解決には利用できないと考えられる。したがって，書体の読みやすさの操作のみ
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で電子端末で提示された情報の記憶のされにくさの問題を解決することは難しい。一方で，

読みやすさ以外にも書体の持つ要因がヒトの情報理解に影響を与える可能性もあるため，

今後は書体がヒトの情報理解を支えるうえでどの要因がどの程度重要かを包括的に検討す

る必要がある。 
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「デジタル教科書研究」投稿・審査規定 

 

日本デジタル教科書学会 編集委員会 

 

1 編集方針 

1.1 デジタル教科書の発展に寄与する研究論文を掲載する。 

1.2 「デジタル教科書」は広い意味で考え、ICT 活用教育全般を対象とする。 

1.3 デジタル教科書・ICT 活用教育に批判的な内容の論文であっても、以下に述べ

る掲載基準を満たしていれば、積極的に掲載する。 

1.4 学際的な学会の論文誌であるので、様々な領域の研究者・実践者にとって理解

できる記述を求める。 

2 論文の種類と掲載基準 

2.1 受理できる論文の種類は、以下の６種とする。 

原著（一般）、原著（実践）、原著（展望） 

報告（一般）、報告（実践）、報告（展望） 

2.2 原著論文は、理論的、実証的、開発的、実践的、展望的論文であり、研究論文と

しての批判に耐えられる新規性、妥当性、信頼性を十分に備えた論文とする。 

2.3 報告論文は、理論的、実証的、開発的、実践的、展望的論文であり、研究論文と

しての批判に耐えられる新規性、妥当性、信頼性をある程度備えつつ、速報性や

資料的価値を備えた論文とする。 

2.4 一般カテゴリーの論文は、研究目的が明確で、理論的、実証的、開発的な方法論

によりその目的に合致した結果が得られ、妥当な考察がなされた研究をまとめ

た論文である。 

2.5 実践カテゴリーの論文は、研究目的が明確で、その目的に合致した教育実践が

なされ、妥当な考察がなされた研究をまとめた論文である。 

2.6 展望カテゴリーの論文は、理論的、実証的、開発的、実践的な先行研究を十分に

参照しながら、オリジナルな視点から将来的展望について言及した論文である。 

2.7 いずれの論文も、目的、方法、結果、考察等が学術論文として十分に記述されて

いることを求める。 

2.8 上記によらず、編集委員会の判断により、編集委員会企画論文、特集論文等を掲
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載することがある。掲載基準、審査の有無等は、その都度編集委員会が定める。 

3 投稿資格 

3.1 筆頭著者は、日本デジタル教科書学会の会員であることを求める。第 2 著者以

降は、非会員でも投稿、掲載が可能である。 

3.2 上記は、日本デジタル教科書学会に入会手続き中であってもよい。 

4 審査手続き 

4.1 原著論文、報告論文のいずれも、投稿された個々の論文に対して担当編集委員

が割り振られ、担当編集委員が著者との連絡・調整を行う。 

4.2 原著論文、報告論文のいずれも、担当編集委員が 2 名の査読者を割り振る。著

者に査読者名は伝えられない。また、査読者に著者名は伝えられない。ただし、

報告論文の場合に限り、査読者のうち 1 名を編集委員の中から選ぶ。編集委員

には著者名が伝えられる。 

4.3 査読者は、以下の 4 カテゴリーの中から 1 つを選び、判定する。 

l Ａ：採択…そのまま掲載可能（誤字脱字等の微修正は除く） 

l Ｂ：修正後採択…採録条件を明示した上で、採録条件に沿った修正あるい

は採録条件に従わない妥当な理由が認められれば掲載可能。 

l Ｃ：修正後再審査…疑問点、不明点、詳しい説明が必要な点等を明示した上

で、著者修正後に再審査を行い、掲載の可否を判断。 

l Ｄ：掲載不可…掲載は不可能。掲載不可の理由を明示する。 

4.4 初回審査の結果、2 名の査読者のうち少なくとも一方がＣの場合、再審査とす

る。 

4.4.1 2 名ともＣの場合、修正後に再審査を行う。 

4.4.2 2 名の査読者の一方がＣ、一方がＡ、Ｂ、Ｄの場合、再審査は原則としてＣ

と判定した査読者のみに対して行う。ただし、再審査の過程で内容の大幅

な改編がある場合は、編集委員会の判断で、Ａ、Ｂ、Ｄと判定した査読者に

照会することがある。 

4.4.3 再審査の判定は、Ａ、Ｂ、Ｄのいずれかとする。 

4.5 初回審査または再審査の結果、2 名の査読者ともＡまたはＢの場合、原則として

採択とする。また、ともにＤの場合、原則として不採択とする。 

4.6 初回審査または再審査の結果、2 名の査読者の一方がＡまたはＢ、一方がＤの場
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合、次のように対処する。 

4.6.1 原著の場合、担当編集者がもう 1 名の査読者を割り振る。ＡまたはＢの場

合採択、Ｃの場合再審査、Ｄの場合不採択と判定する。 

4.6.2 報告の場合、編集委員会が掲載の可否を決定する。 

4.7 審査の過程は原則として上記に従うが、編集委員会が上記によらずに判断する

ことがある。 

4.8 著者が論文を取り下げる場合、担当編集委員が決まるまでは編集委員会に、担

当編集委員が決まってからは担当編集委員に随時連絡する。 

4.9 不採択または取り下げされた原稿は、原則として再投稿できない。ただし、内容

の大幅な改編をした場合には、その改編内容を明示した上で、投稿前に編集委

員会に問い合わせる。編集委員会の判断によって、再投稿を認めることがある。 

5 出版形態 

5.1 原則として電子出版とする。 

5.2 紙の論文誌は発行しないが、希望に応じて実費で作成する。詳細は別途定める。 

5.3 抜き刷りは、希望に応じて実費で作成する。詳細は別途定める。 

5.4 出版費用は無料である。ただし、特別な要求がある場合には、著者負担を求める

ことがある。 

6 著作権と論文公開 

6.1 著作権は、日本デジタル教科書学会に帰属する。 

6.2 著者は、論文がインターネットを通じて公開されることを了承する。 

6.3 著者は、自身の論文を自由に公開し、利用することができる。 

7 原稿の書き方 

7.1 執筆要領に従う。 

7.2 氏名、所属先、謝辞等、執筆者を明示あるいは推測できる情報を排除した原稿を

作成し、投稿する。 

7.3 刷り上がり 20ページを上限とする。ただし、編集委員会が認める場合、その限

りではない。 

7.4 図等にカラーを用いてもよい。ただし、モノクロ印刷時に判別ができるものが

望ましい。 

7.5 言語は原則として日本語とする。他言語で執筆の原稿の場合、著者が投稿前に
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編集委員会に問い合わせ、その都度編集委員会が判断する。 

8 投稿手順 

8.1 以下の日本デジタル教科書学会編集委員会のメールアドレスに投稿する。 

edit@js-dt.jp 

8.2 氏名と所属先等を除いた原稿と、除かれていない原稿ともに、オリジナル版と

pdf版の両方を提出する。 

8.3 別途定める投稿票に記入し、提出する。 

8.4 提出は，原則として編集委員会宛の電子メールに添付して行う。ファイルサイ

ズが大きい場合は、事前に編集委員会に問い合わせる。 

9 倫理的事項 

9.1 アンケート調査や実験実施、学習履歴の閲覧等、研究協力者からデータを得る

研究の倫理的配慮について、協力者（あるいはそれに代わる者）の同意の手続き

とその内容、倫理審査等、各領域の慣例に従う。また、必要に応じて、具体的な

倫理的事項とその対応について論文中に明記する。 

9.2 企業との共同研究等、利益相反の可能性がある場合には、論文中に明記する。 

9.3 二重投稿は禁止する。すなわち、デジタル教科書研究に投稿される論文は、他の

雑誌等に掲載されている論文、他の雑誌等で審査中の論文であってはならない。

また、デジタル教科書研究で審査中の論文は、他の雑誌等に投稿してはならな

い。ただし、学会における口頭発表、学位論文等は、二重投稿にあたらない。投

稿しようとしている論文が二重投稿にあたるかどうかは、各領域の慣例に従う。 

9.4 掲載にあたって著作権者の了承が必要な内容を含む場合、著者の責任で解決し

ておく。 

9.5 その他、研究に必要な倫理的事項について、各領域の慣例に従う。また、必要に

応じて、具体的な倫理的事項とその対応について論文中に明記する。 

10 その他 

10.1 論文誌には、学会のお知らせ、会員動向等、会員にとって有用な情報を含めるこ

とがある。 

 

2013年 3月 30 日 制定 

2016年 4月 1 日 一部改訂 
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2019年 7月 20 日 一部改訂 

2021年 1月 1 日 一部改訂 

2021年 10月 1 日 一部改訂 
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編集委員会報告 

審査報告 

2023年 9月 1日から 2024年 8月 31日の間、新規投稿論文 2編の審査を行った。原著

については、1編の新規投稿論文に対して、1編不採択であった。報告については、1編の

新規投稿論文に対して、1 編採択であった。本報告期間に審査結果が確定した論文の採択

率は、原著 0％、報告 100%であった。 

審査協力のお礼 

審査にご協力いただいた先生方に感謝いたします。 

論文募集 

デジタル教科書学会ホームページにおいて、随時論文を募集している。 

https://js-dt.jp/ 
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編集後記 

2012年の学会設立から現在まで、継続して編集委員会に携わってきましが、2024年大

会の総会において、編集委員会を退くことが正式に決まりました。細々とした運営でした

が、実践を大事にしつつ学術的な研究を促進したいという想いを実現できたと思います。

さまざまな形でご協力いただいたみなさまのおかげです。ありがとうございました。今後

は、山口編集委員長のもとで、新たな運営が行われることになります。引き続き、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 編集委員長（2024年 8月まで）  島田英昭 
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委員長   島田英昭（信州大学） 

副委員長  山口大輔（流通経済大学付属柏中学校） 

委員    蔵冨恵 （岐阜聖徳学園大学） 

委員    小林祐紀（放送大学） 

委員    坂田陽子（愛知淑徳大学） 

デジタル教科書学会事務局（公開担当） 

事務局長  久富望 （京都大学） 

副事務局長 杉山一郎（十日町市立馬場小学校） 

事務局員  上田昌史（一般財団法人マルチメディア振興センター） 

表紙デザイン 水越綾 （杉野服飾大学） 
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